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請願第１号 ⾧崎市営松山陸上競技場の歴史的・文化的価値についての調査等に関する請願について
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１ 請願第１号に対する市の見解

⾧崎市では、「⾧崎市被爆建造物等の取扱基準」を平成４年９月に定め、原爆による被害を受けた
建物や樹木等について保存すべきものを選定し、保存・活用に努めています。
陸上競技場などの土地を主要な要素とする構造物（運動場、一般的な家屋に付随する石垣、階段及

び坂道等） や基礎のみ残存するものは、この取扱基準の対象としていないため、⾧崎市営陸上競技場
一帯の調査を実施する考えはありません。

２ 遺骨の取扱いについて

現在も骨片状の遺骨が残存している可能性はあるものの、被爆直後から旧駒場町の方々が遺骨を収
集されていたとの証言が残されており、相当量が収骨されているものと考えています。
なお、平成8年度にラグビーサッカー場地下の松山町駐車場整備の過程で人骨が出土した際には、

まず警察へ通報し事件性がないことを確認の上、遺骨が被爆者のものと判断されたものについて、原
子爆弾無縁死没者追悼祈念堂へ納骨しています。
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【参考】

⾧崎市被爆建造物等の取扱基準（平成４年９月１日施行）

（趣旨）
第１条 この基準は、本市に投下された原子爆弾による被害を受けた建築物、橋、石垣、鳥居及び石碑等の建造物
並びに樹木（以下「被爆建造物等」という｡）の調査、保存及び活用を行うに当たり、必要な取り扱いの基準を
定めるものとする。

（調査対象）
第２条 被爆建造物等の調査対象は、次の表のとおりとする。

（調査事項）
第３条 被爆建造物等の調査事項は、次のとおりとする。

(1) 被爆当時及び現在の名称
(2) 被爆当時及び現在の所有者
(3) しゅん工時期
(4) 耐用年数
(5) 存廃改修の状況
(6) 被爆のこん跡
(7) 被爆当時及び現在の利用形態
(8) 保存及び継承の状況
(9) その他参考になる事項

爆心地からの距離 調 査 対 象

２キロメートル以内 現存する被爆建造物等及びすでに滅失した
大規模な被爆建造物等

２キロメートルを超え
おおむね４キロメートル以内 現存する被爆建造物等
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（保存対象）
第４条 前条の調査を行った被爆建造物等について、次の各号に定めるランクの基準に基づいてランク付けを行い、
保存対象としては、第１号及び第２号に該当する被爆建造物等（以下、「保存対象とする被爆建造物等」とい
う｡）とする。
(1) Ａランク 被爆建造物等の中で、原子爆弾の熱線、爆風及び放射線により破壊、又は著しく影響を受け、原

子爆弾のすさまじさを感じさせるこん跡のあるもの、又は、著しいこん跡は認められないが、当
時の社会的状況を特に強く示唆するもの

(2) Ｂランク 被爆建造物等の中で、原子爆弾により何らかの影響を受け、こん跡が認められるもの、又は、こ
ん跡は認められないが、当時の社会的状況を示唆するもの

(3) Ｃランク 被爆当時の建造物等ではあるが、被爆のこん跡が希薄であり、社会的な関連も希薄なもの
(4) Ｄランク 被爆当時の建造物等ではあるが、被爆のこん跡が全く認められず、原爆との関連も定かでないもの

（保存方法）
第５条 保存対象とする被爆建造物等の保存については、原則として現地での全面保存に努めることとする。ただし、
その耐久度、周辺環境の状況、所有者の意向等で現地に全面保存できない場合は、次の各号のいずれかの方法で保
存することとする。
(1) 現地に一部を保存すること。
(2) 同一敷地内の他の場所に移設し、保存すること。
(3) 他の場所に移設し、保存すること。
(4) 写真、映像等により記録し、保存すること。

２ 保存対象とする被爆建造物等の保存を行うに当っては、当該建造物等の所有者と十分協議し、同意を得ることと
する。

（活用）
第６条 第４条第３号に規定する被爆建造物等については、調査資料等を基にした被災資料説明板の設置その他の活
用方策を講ずるものとする。

（意見の聴取）
第７条 被爆建造物等の調査、保存及び活用に当っては、⾧崎市原子爆弾被災資料審議会の意見を聴くものとする。

（委任）
第８条 この基準に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。
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